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Ⅰ．本研究の背景と目的
　周知のとおり、日本における子どもの貧困問題は、保護者の経済格差が原因で発生する
相対的貧困（等価可処分所得の中央値の50％以下で暮らす状態）の問題である。そして、
相対的貧困は、子どもと家族の経済的側面や精神的側面、生活・教育・雇用・人間関係に
影響を及ぼす。
　2014（平成26）年 8月29日、『子どもの貧困対策の推進に関する法律』（平成25年法律第
64号．以下「子どもの貧困対策法」という）に基づき閣議決定された『子供の貧困対策に
関する大綱―全ての子供たちが夢と希望を持って成長していける社会の実現を目指して』
（以下「子供の貧困対策大綱」という）は、子どもの教育支援や生活支援だけでなく、保
護者の生活支援・就労支援および支援を必要とする家庭の経済的支援も明示している。
　湯澤（2015a：73㻙77）によれば、子どもの貧困対策法第 1条の「子どもの将来がその生
まれ育った環境によって左右されることのないよう、貧困の状況にある子どもが健やかに
育成される環境を整備するとともに、教育の機会均等を図る」という規定に基づき、子供
の貧困対策大綱は「貧困の世代間連鎖の解消」を図る「人材育成策として取り組むことが
強調された」という。
　また、湯澤は「貧困の世代間連鎖の解消」の基盤が「現存する子育て家庭の貧困・低所
得を緩和・解消する政策」であるという前提に基づき、子どもの貧困対策大綱の特徴や課
題を指摘している。その主要な論点は、支援を必要とする子どもたちの進学率・就職率を
重視した現物給付主体の政策的特徴であり、相対的貧困率の削減目標を設定せずに「所得
の再分配政策と子どもの貧困対策」を分離した政策的課題である。
　さらに湯澤は、子供の貧困対策大綱の「就労支援では、ひとり親・生活困窮者・生活保
護受給者等への就労支援策があげられているものの、雇用の非正規化や男女の賃金格差な
ど雇用労働市場の改善への言及はない」と論じている。この議論は、前出の「所得の再分
配政策と子どもの貧困対策」を分離した政策的課題だけでなく、相対的貧困の状況にある
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子どもと家族を取り巻く社会的・文化的側面の問題も内包しているのではないか。
　2016（平成28）年の国民生活基礎調査（厚生労働省）によれば、2015（平成27）年の相
対的貧困率（全世帯）は15.7％である。一方、「子どもがいる現役世帯」（世帯主が18歳以
上65歳未満で子どもがいる世帯）で「大人が一人」の世帯（以下「ひとり親世帯」という）
の相対的貧困率は50.8％である。同調査が示す2015（平成27）年の「世帯類型」によれば、
ひとり親世帯（871,000世帯）に占める母子世帯の割合は91.04％（793,000世帯）、父子世
帯は8.96％（78,000世帯）である。したがって、相対的貧困の状況にあるひとり親世帯の
9割は、子どもと母親が暮らす家庭といえよう。
　藤原（2018：39㻙44）は、「母子世帯が典型」とされる「大人が 1人の世帯で就労者が 1
人の世帯」の貧困率について、日本が「56.0％ときわめて高く、（中略）OECD33ヵ国平均
23.2％と比べて 2倍以上も高く、イギリス9.8％、ドイツ13.9％、フランス19.2％などの
EU諸国と比べて、突出して高い。貧困率の高いアメリカでさえ、この世帯タイプの貧困
率は32.2％にとどまり、日本ほど高くはない。50％を超える貧困率というのは、世界的に
みて異常な高さである」と指摘している。また、藤原によれば、OECD31ヵ国の平均的な
母子世帯の母親の就労率64.9％（2014年前後）に対して、日本は2015（平成27）年の国勢
調査（総務省）が79.9％、2016（平成28）年の労働力調査（総務省）が85.7％であった。
そして、藤原は、日本における「母子世帯の母親の就労率が非常に高く、しかも働いてい
る母子世帯の貧困率も非常に高い」と論じている。
　一方、藤原は、ふたり親世帯における日本と諸外国の相違点を指摘している。OECD諸
国は「 1人の就労で20.7％に下がり、2人以上の就労で4.2％にまで低下する」が、日本は
「 1人の親の就労で貧困率は13.2％まで低下するものの、2人目の親が就労しても11.4％ま
でしか下がらない。（中略）片働き世帯では他国と比べて貧困率が低かった日本は、共働
き世帯では貧困率が高い国へと変貌する」という。
　さらに藤原は「なぜ日本のふたり親世帯では、2人目の親≒子どもの母親が働いても世
帯を貧困から防げないのか。なぜ日本では働いている母子世帯の貧困がこれほどまでに高
いのか。その原因のひとつとしては、女性の賃金が男性と比べて低いこと、男女間賃金格
差が大きいことがあげられよう」と指摘し、具体例として「子どものいる男女間の比較で
はよりいっそう拡大し、25～44歳で16歳未満の子どものいる男女では、日本の格差は60.9
（男性を100とした場合39.1）に及ぶ。OECD平均21.8（男性を100とした場合78.2）と比較
して、日本の格差の大きさ、すなわち子どもの父親に対する子どもの母親の稼得力の低さ
は際立っている」と論じている。そして、彼女は「これまでも存在し現在でもきわめて大
きい男女間の賃金格差については解決すべき社会問題としてみなされていないことこそ、
日本のジェンダー問題の深刻さを表している」と指摘している。
　藤原の議論は、日本国憲法に基づく権利保障の制度・政策のみで子どもの貧困問題が解
136
作大論集　第 9号　2019年 3月
決しないことを示唆している。換言するならば、1947（昭和22）年 5月の日本国憲法施行
以前より存在した我が国の社会的・文化的背景は、過去から現在に至るまで、子どもの貧
困問題とかかわる家族の社会的役割（女性の性別役割分業など）に様々な影響を与えてい
るのではないか。
　そこで本研究は、歴史的展開過程における家族の社会的役割や家族を取り巻く環境（社
会的・文化的側面）の共時的影響に着目し、現代の子どもの貧困問題に内在する社会的・
文化的背景を歴史的側面から論究する。具体的には、日本国憲法と異なる権利主体を位置
づけた第二次世界大戦前（以下「戦前」という）の日本社会における家族の社会的役割や
家族を取り巻く環境（社会的・文化的側面）の共時的影響を分析・考察する。
Ⅱ．本研究の分析方法と分析対象
　子どもの貧困問題（母子世帯の生活課題を含む）に関する先行研究は、前出の湯澤
（2009・2015b）や藤原・湯澤（2010）をはじめ、数多くの実証的研究が成果をあげている。
その多くは制度的課題や労働・社会問題の現状に着目しており、子どもの貧困問題に内在
する文化的・社会的背景の問題を歴史的側面から論究する研究は今後の課題として残され
ている。
　ところで、湯澤（2015a：76）が提唱した「子どもの貧困対策を捉える視角」（図 1）は、
子どもの貧困問題に内在する社会的・文化的背景の問題と関連政策の関係性を把握する概
念モデルである。湯澤は、概念モデルに内在する独立変数（貧困問題への理解、ジェンダー
図 1　子どもの貧困対策を捉える視角（湯澤2015a）
　　　 出典：湯澤直美（2015a）「政策資料解説　子どもの貧困をめぐる政策動向」『家族社会学研究』
27（1），p.76.
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の視点）と従属変数（4 つの位相における関連政策の特徴）の関係性を明示していない。
よって、この概念モデルに基づく理論構築は困難である。しかしながら、独立変数に該当
する「貧困問題への理解」と「ジェンダーの視点」は、同時代における共時的な特徴だけ
でなく、異なる時代の社会的・文化的背景（貧困に対する社会全体の認識、子育てをおこ
なう家族の社会的役割、保護者に求められる性別役割分業の特徴など）と関連政策の関係
性、すなわち通時的な側面を解釈的アプローチにより分析・考察する伴概念に位置づけら
れる。
　そこで本研究は、「通時的な観点と共時的な観点」の両面から「多種多様な生活領域や
行動領域」の「諸要因と諸次元が歴史の現実のなかで複雑に絡み合っているその因果関係
や相互依存，相互作用など」を論究する社会構造史（Kocka=2000）の方法論に基づき、
戦前の日本社会における家族の社会的役割や家族を取り巻く環境（社会的・文化的側面）
の共時的影響を分析・考察する。
　一方、戦前の社会福祉史（以下「社会事業史」という）に関する代表的な通史研究とし
て、吉田（1979・1981）と池田（1986）の研究成果をあげることができる。
　このうち、大正時代以降の通時的な政治・経済状況と社会変動という分析概念に基づ
き、社会事業の歴史的事象を論究した吉田（1981：307）は、大正デモクラシー期（社会
事業成立期）と日本資本主義的危機の深化期（公的社会事業勃興期）を社会事業の時期、
日中戦争から太平洋戦争までの期間を戦時厚生事業の時期に位置づけた。
　また、国の行政機構・制度・政策という分析概念に基づき、社会事業の成立と展開過程
を論究した池田（1986：39㻙40）は、1917（大正 6）年の内務省地方局救護課設置から
1932（昭和 7）年の救護法施行までの期間を社会事業の時期、1932（昭和 7）年の救護法
施行から1945（昭和20）年の敗戦までの期間を戦時厚生事業の時期に位置づけている。
　両者に共通する通時的特徴は、大正期に社会事業が成立した点である。また、戦時厚生
事業の終結期も共通している。一方、戦時厚生事業の成立時期に関する両者の見解は異な
るが、その特徴は共通点も多い。
　たとえば、吉田（1979：395㻙396）は「戦時国家の要請による『人的資源の保護育成』
政策と、伝統的家族制度や隣保制度的心情」が結合した「『日本型』連帯思想」を戦時厚
生事業の特徴に位置づけている。吉田によれば、「『日本型』連帯思想」はレオン・ブルジョ
アによる「義務としての連帯（不同性・交換分業を基礎とする有機的連帯）」を排除し、「事
実としての連帯（成員の類似性に基く機械的連帯）」を基盤にした社会連帯思想である。
　池田（1986：657㻙658）は「厚生事業理論」を「社会連帯思想における国家主義的傾向」
の体系化に位置づけ、1929（昭和 4）年の世界的な「大恐慌がもたらした構造的危機にた
いする統治の機構として成立した天皇制ファシズムがその統治の一環として成立をもとめ
た社会事業に対するイデオロギーであった」と論じている。池田によれば、戦時厚生事業
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は「社会事業の国家統制の下での普遍化と制度化」であり、「戦争に役立つ『人的資源の
維持培養と国民生活の安定』」が目的であったという。
　このように吉田・池田の先行研究は、社会・経済・政治状況の共時的影響をとおして、
社会事業が戦時厚生事業に変容した点を明らかにしている。その基層には、1870（明治 3）
年発布の「大教宣布の詔」（天皇中心の思想統制を図る神道の国教化）および国民（＝臣民）
を「絶対無限ニ国ノ主権（筆者注：天皇）ニ服従スル者」（穂積1912）に位置づけた1889（明
治22）年制定の大日本帝国憲法が存在していた。
　前述したとおり、現行の日本国憲法は国民を権利主体（主権在民）に位置づけており、
戦前の天皇主権とは異なる。しかしながら、遠藤（2013：71㻙73）は第二次世界大戦後も「天
皇制慈恵主義」が継承されたと論じている。遠藤によれば「天皇の仁慈、慈恵はことさら
肯定的に受け止める作用を促し、象徴天皇制と慈恵の違いを深く検討することもなく、人
びとの心性に定着した」という。そして「特に『慈恵』の実態化を促す主要な『場』となっ
たのは、社会福祉である。天皇、皇后をはじめ皇室は一家を挙げて社会福祉との距離を縮
め、出会いの場を拡げたことが戦後天皇制にみられる顕著な特徴である。社会福祉とコ
ミットするうえにおいて、最初に媒介的な『場』を提供したのは戦前から続く恩賜財団の
母子愛育会、日本赤十字社、済生会といった半官半民団体が皇室とのパイプを拡げた」と
いう。
　遠藤の議論は、「天皇慈恵主義」が第二次世界大戦後も日本国民に受容されてきた可能
性を示唆している。つまり、近年の子どもの貧困問題をめぐる政策動向には、図 1（湯澤
2015a）が示す「恩恵・慈恵型政策」という特徴も内在しているのではないか。換言する
ならば、戦前の社会事業から第二次世界大戦後の社会福祉（子どもの貧困問題対策を含む）
に継承された社会的・文化的側面の特徴を論究する取り組みは重要な研究課題といえよ
う。
　そこで本稿は、大日本帝国憲法下で国民の生存権が最も縮小した時代、すなわち、戦時
厚生事業の時期（以下「戦時厚生事業期」という）における家族の社会的役割と家族を取
り巻く環境（社会的・文化的側面）の共時的影響を論究する一環として、日米開戦後の
1942（昭和17）年に文部省社会教育局が発表した『戦時家庭教育指導要項』（文部省社会
教育局1942）の特徴を分析・考察する。
Ⅲ．結果と考察
　財団法人三井報恩会（1940：21㻙25）の『時局下に於ける社会事業の推移』によれば、
第一次世界大戦および関東大震災などを契機に発展した日本の社会事業は、「所謂『社会
連帯』『共存共栄』といふが如き原理に立脚して、公共の福利増進を目標」としてきたが「時
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局下の体勢に処するに、従来の社会事業概念を以てしては遂に包摂しきれなくなり、社会
事業概念を止揚してその上位概念として厚生事業概念は構成」されたという。その結果、
「従来社会事業の基礎的思想とするところは、社会連帯主義であったのに対し、厚生事業
を基礎づける根源的な思想としては、国家主義、国民主義、日本主義等といった言葉で表
現され得るものであり、かかる国家意識を基調として厚生事業が運営される以上、斯業は
益々公営化の傾向を辿りつつある」状況となった。
　このような戦時厚生事業期にあたる1942（昭和17）年、文部省社会教育局は、国民の家
庭生活や家族の役割に係る『戦時家庭教育指導要項』を発表した。その全文は以下のとお
りである。
戦時家庭教育指導要項
一、我ガ国ニ於ケル家ノ特質ノ開明竝ニ其ノ使命ノ自覚
　 我ガ国ニ於ケル家ハ
　イ、 祖孫一体ノ道ニ則ル家長中心ノ結合ニシテ人間生活ノ最モ自然ナル親子ノ関係ヲ根
本トスル家族ノ生活トシテ情愛敬慕ノ間ニ人倫本然ノ秩序ヲ長養シツツ永遠ノ生命
ヲ具現シ行ク生活ノ場ナルコト
　ロ、 畏クモ　皇室ヲ宗家ト仰ギ奉リ恒ニ国ノ家トシテ生成発展シ行ク歴史的現実ニシテ
忠孝一本ノ大道ニ基ヅク子女錬成ノ道場トナルコト
　ハ、 親子、夫婦、兄弟、姉妹和合団欒ヲ序ニ従ツテ各自ノ分ヲ尽クシ老ヲ扶ケ幼ヲ養フ
親和ノ生活ノ裡ニ自他一如、物心一如ノ修練ヲ積ミ進ンデ世界新秩序ノ建設ニ参ス
ルノ素地ニ培フモノナルコト等ヲ其ノ特質トスルコトヲ開明シ我ガ国ニ於ケル家ノ
国家的竝ニ世界的意義ニ徹セシメ之ガ使命ノ完遂ニ遺憾ナカラシメンコトヲ要ス
二、健全ナル家風ノ樹立
　 家風ハ家々ノ伝統ノ具体的表現ナルト共ニ不断ニ生成発展スベキモノナリ家人ノ性格ハ
家風ニヨリテ律セラルルコト大ニシテ家人ノ、従ツテ国民ノ健全ナルカ否カハ家風ノ如
何ニ関ハル家風ハ家ニヨリ
　 テ異ナルモノアリト難モ我ガ国ニ於ケル家ノ特質ニ鑑ミ健全ナル家風ノ樹立ノ為ニ特ニ
左記事項ノ徹底ニツキ留意スルヲ要ス
　 イ、敬神崇祖
　　 敬神崇祖ハ祖孫一体ノ道ノ中枢タルベキモノナリ敬神ハ実に　天皇ニ帰一シ奉ル所以
崇祖ハ天皇ニ仕ヘマツレル祖先ヲ祀リ崇ブ所以ニシテ敬神ト崇祖トハ相合致シテ忠孝
一本ノ大道ヲ顕現スルモノナリ従ツテ各戸必ズ神棚ヲ設ケテ日常礼拝ヲ怠ラズ祭祀ヲ
行事トシテ厳粛ニ執行シ敬神崇祖ノ精神ヲ具現セシムルヲ要ス
　 ロ、敬愛、親和、礼節、謙譲
　　 家長ヲ中心トシテ親子、夫婦、兄弟ノ序ヲ正シクスルコトハ家生活ノ根本ナリ家人相
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互ニ敬愛ノ情ヲ尽クシ親和ノ間ニ礼節ヲ忘レズ相互ニ謙譲シテ協力奉公ノ実践ニ力メ
テ家生活ノ健全ナラシメ此ノ間健全ナル国家ノ基礎ヲ確立ス
　 ハ、一家和楽
　　 家生活ハ国家活動ノ源泉ニシテ道義ニ基ヅク家生活ノ実践ハ自カラ之ヲ和楽ナラシム
勤労ト規律トヲ和スルニ寛ギヲ以テシ一家団欒ノ楽ミヲ偕ニスルコトハ更ニ豊カナル
生活力ニ培フ所以ナリ
　 ニ、隣保協和
　　 血縁ト地縁トハ古来我ガ国ニ於ケル家ト家トノ結合ノ基本ニシテ血縁ニヨル家ト家ト
ノ親和ノ実を移シテ地縁ニヨル隣保ニ及ボシ延イテハ国家的結合ヲ家族的ナラシムル
トコロニ家ノ日本的性格ノ存スル所以ヲ認識セシメ隣保協和ノ実ヲ挙ゲシム
三、母ノ教養訓練
　 家庭教育ハ固ヨリ父母共ニ其ノ責に任ズベキモノナレド子女ノ薫陶養護ニ関シテハ特ニ
母ノ責務ノ重大ナルニ鑑ミ母ノ教養訓練ニ力ヲ致シ健全ニシテ豊カナル母ノ感化ヲ子ニ
及ボシ次代ノ皇国民ノ育成ニ遺憾ナカラシムルト共ニ健全ニシテ明朗ナル家ヲ実現セシ
メンガ為ニ特に左記諸項ノ徹底ニツキ留意スルヲ要ス
　イ、国家観念ノ滋養
　　 家生活ハ単ナル家ノ生活ニ止マラズ常ニ国家活動ノ源泉ナルコトヲ理解セシメ一家ニ
於ケル子女ハ単ニ家ノ子女トシテノミナラズ実ニ皇国ノ後勤トシテコレヲ育成スベキ
所以ヲ自覚セシム
　 ロ、日本婦道ノ修練
　　 個人主義的思想ヲ排シ日本婦人本来ノ従順、温和、貞淑、忍耐、奉公等ノ美徳ヲ滋養
練磨スルニ努メシム
　 ハ、母ノ自覚
　　 子女ノ性格ハ母ノ性格ノ反映ニヨルコト極メテ大ニシテ皇国ノ次代ヲ荷フベキ人材ノ
萌芽ハ今日ノ母ノ手ニヨリテ育成セラルルコトヲ思ヒ子女ノ薫陶養護ニ対スル母ノ責
任ト使命トヲ自覚セシム
　 ニ、科学的教養ノ向上
　　 国民ノ科学的教養ハ幼少ノ間ニ啓培スルコトヲ要シ而モ子女ノ科学愛好ノ精神ハ母ノ
教養ニ負フトコロ極メテ大ニシテ家生活各般ノ問題ヲ処理スルニ科学ヲ謬ラザル活用
ヲ図ルコトハ国策ノ協力ニトリテ極メテ緊要ナリ仍テ特ニ母ノ科学的教養ノ向上ヲ図
リ子女ノ教養ニ寄与セシムルト共ニ国策ヘノ協力ヲ徹底セシム
　 ホ、健全ナル趣味ノ滋養
　　 母タルモノノ趣味ノ向上ガ家生活ヲ豊カニシ之ヲ明朗ナラシムルト共ニ子女ノ品性情
操ノ陶冶ニ影響スルトコロ大ナル所以ヲ認識セシメ日常生活ノ間健全優美ナル趣味ノ
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滋養ニ努メシム
　ヘ、健全ナル母体ノ錬成
　　 強健ナル子女ハ強健ナル母ヨリ生マル母タルモノニ保健衛生ノ思想ヲ徹底セシメ常ニ
活動ト休息トニ関スル正シキ考慮ヲ払ハシムルト共ニ積極的ニ心身鍛錬ノ方途ヲ講ジ
以テ心身ノ保健ヲ向上維持セシムルコトハ極メテ肝要ナリ特ニ産前産後ノ保健衛生ニ
ハ万全ノ処置ヲ講ゼシム
四、子女ノ薫陶養護
　 子女ノ薫陶養護ハ家庭教育ノ中核ナリ父母ノ慈愛ノ下、健全ナル家風ノ中ニ有意ナル次
代皇国民ノ錬成ヲ成スベク特ニ左記諸項ニ留意スルヲ要ス
　 イ、皇国民タルノ信念ノ啓培
　　 我ガ国体ノ万邦無比ニシテ皇恩ノ宏大無邊ナル所以、日本人トシテ生ヲ享ケタルコト
ノ喜ビト矜トヲ体得セシメ以テ幼少ノ間ニ自カラ尽忠報国ノ信念ヲ固メシム
　 ロ、剛健ナル精神ノ鍛錬
　　 質実剛健、堅忍持久、勇往邁進ノ精神ヲ養ヒ気宇ノ高大ナラシメ強固ナル意志ヲ鍛錬
シ其ノ実践力ヲ培養セシム
　 ハ、醇乎タル情操ノ陶冶
　　 清雅ニシテ醇乎タル情操ヲ陶冶シ明朗潤達ナル性格ト高潔ナル品位トヲ滋養セシム
　 ニ、良キ躾
　　 子女ノ自発的活動性ヲ徒ニ阻止スルコトナク自律自制ノ訓練ヲ加ヘ日常生活ノ間自カ
ラ良習慣ヲ修得セシム就中剛健ナル国民ノ基礎ニ培フ為ニ勤労、節倹、忍苦ノ精神ヲ
滋養シ之ガ習慣ヲ養ハシム
　 ホ、身体ノ養護鍛錬
　　 子女ノ身体ノ発育情況、健康状態ニ留意シ之ガ養護ニ力ムルト共に積極的ナル鍛錬ヲ
重ンジ強健ナル身体ノ中ニ雄渾ナル気魄ヲ培養セシム
五、家生活ノ刷新充実
　 大東亜戦争ノ目的ヲ完遂シ皇国永遠ノ発展ヲ期スル為家生活ノ刷新充実ヲ図ルハ正ニ今
日ノ急務ト謂フベク特ニ左記各項ニ留意スルヲ要ス
　イ、時局認識
　　 国家活動ノ基礎ハ家ヲ齊フルニアルハ古今ノ通則ニシテ大東亜建設ノ目的完遂ニ家生
活ガ如何ニ大ナル関連ヲ有スルカヲ自覚セシムルト共ニ絶エズ時局ニ関スル総合的認
識ヲ深メ時局ニ即応スル主婦ノ責務ニ関シテ常ニ正鵠ナル識見ヲ養成セシム
　ロ、家庭経済ノ国策ヘノ協力
　　 国策ヲ理解セシムルト共ニ家庭経済ノ国家的意義ヲ十分自覚セシメ之ガ国策ヘノ積極
的協力ヲ為サシム
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　ハ、家生活ニ於ケル科学ノ活用
　　 家生活ニ関スル実際ノ科学的知識ヲ与ヘ家生活ノ各般ニ亘リ其ノ整齊ニ対シテ科学ノ
活用ヲ十分円滑ナラシメ偏曲セル生活ノ科学化ヲ是正スルト共ニ時局ノ進展ニ即応ス
ル生活態度ヲ修得セシム
　ニ、家族皆労
　　 勤労ノ精神ガ家に漲リ家族ノ全員ガ夫々分ニ応ジテ進ンデ勤労ニ従フコトハ健全ナル
家生活ヲ維持シ延イテハ国家ノ興隆ヲ図る所以ナリ戦時下労力不足ノ今日ニ在リテハ
特ニ家族全員ノ協力ニヨル労力ノ補填竝ニ増強ガ国家ニ極メテ重要ナル所以ヲ強ク自
覚セシメ之ガ実行ニ力メシム
　ホ、隣保相扶
　　 家生活ノ刷新充実ヲ図ランガ為ニハ各家互ニ孤立シテハ到底其ノ実現ヲ期スベカラズ
隣保相扶ケ有無相通ジ特ニ軍事援護ノ実ヲ挙ゲ協力一致以テ家ノ内外ヲ通ジテ生活ノ
刷新充実ニ力メシム
　ヘ、国防訓練
　　 国家総力戦ノ一翼トシテ防空、防火、防諜ノ重要なる所以ヲ自覚セシム必要ニ応ジ其
ノ訓練ヲ実施シテ国防ノ完璧ヲ期セシム
　ト、家庭娯楽ノ振興
　　 健全ナル家庭娯楽ハ家生活ヲ明朗且ツ豊カナラシムルト共ニ子女ノ性格陶冶ニ影響ス
ルトコロ甚大ナリ仍テ健全ナル家庭娯楽ノ指導ニ意ヲ用ヒ地方ノ実情ニ応ジ個々ノ家
庭ニ適合スル娯楽ヲ奨励シテ健全ナル生活ノ維持増進ニ寄与セシム
　上記の『戦時家庭教育指導要項』は、家族に対する国家の政策理念が内在している内容
表 1　『戦時家庭教育指導要項』「一、我ガ国ニ於ケル家ノ特質ノ開明竝ニ其ノ使命ノ自覚」の特徴
下位項目 当該項目の特徴
イ
❶我が国に於ける「家」は、祖孫一体の道に則る家長中心の結合である。
❷我が国に於ける「家」は、親子関係を根本とする家族の生活の場である。
❸ 我が国に於ける「家」は、秩序を養いつつ永遠の生命を具現化する生活の
場である。
ロ
❶ 我が国に於ける「家」は、皇室を宗家と仰ぎ、国の家として生成発展する
場である。
❷我が国に於ける「家」は、忠孝一本の大道に基づく子女錬成の道場である。
ハ
❶家族は、和合団欒とともに各自が序列に従い、それぞれの役割を担う。
❷ 家族は、自他一如・物心一如の修練を積み、世界新秩序の建設に参加する
素地を培う。
備考：文部省社会教育局（1942）『戦時家庭教育指導要項』に基づき筆者作成
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といえよう。そこで『戦時家庭教育指導要項』の各項目が示す特徴（戦時国家体制下の家
族の役割など）を抽出する。表 1 は『戦時家庭教育指導要項』の「一、我ガ国ニ於ケル家
ノ特質ノ開明竝ニ其ノ使命ノ自覚」の特徴を抽出した結果である。
　さらに表 2 は『戦時家庭教育指導要項』の「二、健全ナル家風ノ樹立」の特徴を抽出し
た結果である。
　表 1 からも理解できるとおり、『戦時家庭教育指導要項』が示す「家」は、①祖孫一体
の道に則る家長中心の結合、②皇室を宗家と仰ぎ、国の家として生成発展する場、③忠孝
一本の大道に基づく子女錬成の道場であると位置づけられており、「国家主義、国民主義、
日本主義等」という戦時厚生事業の思想的特徴（財団法人三井報恩会1940）と類似してい
る。また、表 2 で示した「健全ナル家風」の基盤、すなわち「敬神崇祖」や家庭生活の位
置づけ（①家長を中心に序列を正しくすることが家庭生活の根本である、②家庭生活を健
表 2　『戦時家庭教育指導要項』「二、健全ナル家風ノ樹立」の特徴
下位項目 当該項目の特徴
前文
❶家風は家々の伝統の具体的表現である。
❷家風は不断に生成発展すべきものである。
❸ 家族成員の性格は、所属する家族の家風により形成され
る。
❹ 国民の健全性は、各家族における家風の状況に関係して
いる。
敬神崇祖
❶ 神を敬い、祖先を崇める行為は祖孫一体の道の中枢であ
る。
❷ 神を敬い、祖先を崇める行為は相互に合致し、忠孝一本
の大道を顕現する。
❸ 従って、各家庭は必ず神棚を設け日常の礼拝や祭祀を厳
粛に執行すべきである。
敬愛、親和、礼節、謙譲
❶ 家長を中心に親子や夫婦、兄弟の序列を正しくすること
が家庭生活の根本である。
❷ 家庭生活を健全にすることが健全な国家の基礎を確立す
ることになる。
一家和楽
❶家庭生活は国家活動の源泉である。
❷ 一家団らんの楽しみを共有することは家族成員の豊かな
生活力を培うことになる。
隣保協和
❶ 血縁と地縁は、古来より我が国に於ける「家」と「家」
の結合の基本である。
❷ 血縁による「家」と「家」の親しい関係を地縁の相互扶
助に移行することは、国家の家族的な結合の基盤となる。
そのような日本の特徴が隣保協和に結実する。
備考：文部省社会教育局（1942）『戦時家庭教育指導要項』に基づき筆者作成
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全にすることが健全な国家の基礎を確立することになる、③家庭生活は国家活動の源泉で
あるなど）も戦時厚生事業の特徴と類似している。
　一方、『戦時家庭教育指導要項』は、母親の役割（表 3）と子育ての方針（表 4）も明記
している。
　表 3 からも理解できるとおり、『戦時家庭教育指導要項』は「家庭教育ハ固ヨリ父母共
ニ其ノ責に任ズベキモノナレド子女ノ薫陶養護ニ関シテハ特ニ母ノ責務ノ重大ナル」と記
表 3　『戦時家庭教育指導要項』「三、母ノ教養訓練」の特徴
下位項目 当該項目の特徴
前文
❶ 家庭教育は父母が共に責任を担うが、子どもの薫陶養護は母親
が重要な責務を担う。
❷ 母親が教養を身につけることが次世代の健全な皇国民を育成す
る。
国家観念ノ滋養
❶家庭生活は常に国家活動の源泉である。
❷家庭では、子どもたちを皇国の後進として育成すべきである。
日本婦道ノ修練
❶日本の女性は、個人主義的思想を排除しなければならない。
❷ 日本の女性は、本来の美徳（従順・温和・貞淑・忍耐・奉公）
を滋養練磨するよう努めなければならない。　
母ノ自覚
❶子どもの性格は母親の性格が反映される。
❷ 皇国の次代を担う人材育成という責任と使命を母親は自覚し、
薫陶養護をおこなう。
科学的教養ノ向上
❶国民の科学的教養は幼少期に培われる。
❷ 科学に対する子どもの興味・関心は、母親の教養が大きく関係
している。
❸ 家庭生活の問題解決に科学を活用することは国策に協力するこ
ととなる。
❹ 母親が科学的教養を向上し、子どもの教養に寄与することは国
策への協力となる。
健全ナル趣味ノ滋養
❶母親の趣味の向上は家庭生活を豊かにする。
❷ 母親の趣味の向上は、子どもの品性や情操の陶冶に好ましい影
響を与える。
❷ 普段より、母親は健全かつ優美な趣味を身につけるよう努める
べきである。
健全ナル母体ノ錬成
❶健康的な子どもは健康的な母親より生まれる。
❷ 母親は保健衛生の考え方を身につけ、子どもの心身の鍛錬や健
康管理の維持・向上に努めることが重要である。
❸ 特に産前・産後の保健衛生には万全の処置を講じることが重要
である。
備考：文部省社会教育局（1942）『戦時家庭教育指導要項』に基づき筆者作成
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し、家庭教育における母親の役割を重視している。さらに母親は「個人主義的思想ヲ排シ
日本婦人本来ノ従順、温和、貞淑、忍耐、奉公等ノ美徳ヲ滋養練磨スルニ努メシム」こと
が重要であると明記し、皇国の次代を担う人材育成という責任と使命を母親は自覚し、薫
陶養護をおこなうことが役割であると示している。
　また、「子女ノ薫陶養護」（表 4）は、「戦争に役立つ『人的資源の維持培養と国民生活
の安定』」をめざす戦時厚生事業（池田1986）の特徴、とりわけ、「人的資源の維持培養」
という側面と関連深い内容である。たとえば「我ガ国体ノ万邦無比ニシテ皇恩ノ宏大無邊
ナル所以、日本人トシテ生ヲ享ケタルコトノ喜ビト矜トヲ体得セシメ以テ幼少ノ間ニ自カ
ラ尽忠報国ノ信念ヲ固メシム」と記された箇所は、父母の愛情と健全な家風の環境で次代
の皇国民を錬成するため、子ども自身が日本人として生まれたことの喜びなどを体得し、
幼少時より尽忠報国の信念を身につけることが家庭教育（母親を中心とした子育て）の思
想的基盤といえよう。さらに『戦時家庭教育指導要項』は、戦争遂行に必要な「人的資源
の維持培養」（池田1986）を具現化した「子女ノ薫陶養護」を列挙している。具体的には、
①質実剛健、堅忍持久、勇往邁進の精神を養う、②強固な意志を鍛錬し、実践力を培う、
③剛健な国民の基礎を培う為、勤労・節倹・忍苦の精神を養う、④積極的な鍛錬を重視し、
表 4　『戦時家庭教育指導要項』「四、子女ノ薫陶養護」の特徴
下位項目 当該項目の特徴
前文
❶子どもの薫陶養護は家庭教育の中核である。
❷ 父母の愛情と健全な家風の環境で次代の皇国民を錬成する
ことが重要である。
皇国民タルノ信念ノ啓培
❶ 日本人として生まれたことの喜びなどを体得することが重
要である。
❷ 幼少時より尽忠報国の信念を身につけることが重要であ
る。
剛健ナル精神ノ鍛錬
❶ 質実剛健、堅忍持久、勇往邁進の精神を養うことが重要で
ある。
❷強固な意志を鍛錬し、実践力を培うことが重要である。
醇乎タル情操ノ陶冶
❶清雅で醇乎な情操を陶冶することが重要である。
❷ 明朗潤達な性格と高潔な品位を滋養することが重要であ
る。
良キ躾
❶ 子どもの自発性を尊重しながら、自律的な生活習慣を修得
できるよう働きかける。
❷ 剛健な国民の基礎を培う為、勤労・節倹・忍苦の精神を養
う。
身体ノ養護鍛錬
❶子どもの発育情況や健康状態に留意しながら養護する。
❷積極的な鍛錬を重視し、強健な身体と雄渾な気魄を培う。
備考：文部省社会教育局（1942）『戦時家庭教育指導要項』に基づき筆者作成
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強健な身体と雄渾な気魄を培うなどである。
　表 5 は『戦時家庭教育指導要項』の「五、家生活ノ刷新充実」の特徴を抽出した結果で
ある。「大東亜戦争ノ目的ヲ完遂シ皇国永遠ノ発展ヲ期スル為」という前文からも理解で
きるとおり、『戦時家庭教育指導要項』が示す「家生活ノ刷新充実」は、前出の吉田（1979）
が論じた戦時厚生事業の特徴、すなわち「戦時国家の要請による『人的資源の保護育成』
政策と、伝統的家族制度や隣保制度的心情」が結合した「『日本型』連帯思想」が基盤に
表 5　『戦時家庭教育指導要項』「五、家生活ノ刷新充実」の特徴
下位項目 当該項目の特徴
前文
家庭生活の刷新・充実は、大東亜戦争の目的を完遂し、永遠に
皇国を発展させることが目的である。
時局認識
❶ 大東亜建設の目的完遂に家庭生活が関連していることを自覚
しなければならない。
❷ 時局に関する総合的認識を深め、時局に即応できるように主
婦は責務と知識を身につけること。
家庭経済ノ
国策ヘノ協力
❶国策を理解すること。
❷ 家庭経済の国家的意義を十分自覚し、国策に対して、積極的
に協力すること。
家生活ニ於ケル
科学ノ活用
❶家庭生活に関する科学的知識を身につけ、活用すること。
❷時局の進展に即応する生活態度を修得すること。
家族皆労
❶ 家族全員の勤労従事は健全な家庭生活の維持だけでなく、国
家の隆盛につながる。
❷ 戦時下において、家族全員が協力し、勤労に従事することは、
労働力不足の補填と増強となり、国家にとっても極めて重要
である。
隣保相扶
❶ 家庭生活の刷新・充実を図るためには、各家庭が孤立しては
実現不可能である。
❷ 各家庭は隣保相扶（相互扶助）で軍事援護の実績をあげ、「家」
内外に通じた生活の刷新・充実を実現することが重要であ
る。
国防訓練
❶ 国家総力戦の一翼として、家庭が取り組む防空・防火・防諜
は重要である。
❷ 完璧な国防体制を構築するため、各家庭は自覚をもち、訓練
に取り組む必要がある。
家庭娯楽ノ振興
❶健全な家庭の娯楽は家庭生活を明朗で豊かなものとする。
❷ 健全な家庭の娯楽は、子ども性格陶冶に望ましい影響を及ぼ
す。
❸ 地方の実情と各家庭に適した娯楽を奨励し、健全な生活の維
持増進が重要である。
備考：文部省社会教育局（1942）『戦時家庭教育指導要項』に基づき筆者作成
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ある。換言するならば、『戦時家庭教育指導要項』による家庭生活の「刷新充実」は、「国
家主義、国民主義、日本主義等といった言葉で表現され得るものであり、かかる国家意識
を基調として（中略）益々公営化の傾向」を示す戦時厚生事業（財団法人三井報恩会
1940）同様、戦時下における家庭と家族の社会的役割は「国家統制の下での普遍化と制度
化」（池田1986）が企図されたといえよう。
Ⅳ．今後の取り組み
　今後は、本稿が分析・考察した『戦時家庭教育指導要項』の特徴に基づき、同要項の解
説書『家の道』（戸田1942）を補足資料として活用しながら、戦時厚生事業期における家
族の社会的役割（子育てをおこなう家族の社会的役割、保護者に求められる性別役割分業
の特徴など）と家族を取り巻く環境（社会的・文化的側面）の共時的影響を分析・考察す
る。
　具体的には、本稿でも取り上げた『時局下に於ける社会事業の推移』（財団法人三井報
恩会1940）および文部科学省が1942（昭和17）年に発刊した『家庭教育指導叢書　第七輯　
躾に就いて』（著者：山下俊郎）と『家庭教育指導叢書　第十輯　家庭教育と学校教育』（著
者：倉橋惣三）を解釈的アプローチにより分析・考察する。
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